
 国土強靱化政策大綱（案）の概要 

国土強靱化政策大綱について  
 ○国土強靱化基本計画の基となり、強靱化の施策の推

進、関係する国の計画等の指針となるもの 

第１章 基本的考え方 
〔理念〕 

 ○①人命の保護 ②国家・社会の重要な機能が致命的
な障害を受けず維持される ③国民の財産及び公共
施設に係る被害の最小化 ④迅速な復旧復興 

 ○災害時でも機能不全に陥らない経済社会システムを
平時から確保し､国の経済成長の一翼を担う  

〔基本的な方針等〕 

 ○ハード対策とソフト対策の適切な組み合わせ 
 ○既存社会資本の有効活用等による費用の縮減 
 ○PPP/PFIによる民間資金の積極的な活用 
 ○過剰な一極集中の回避、「自律・分散・協調」型の国

土の形成 
 ○PDCAサイクルの繰り返しによるマネジメント 等 
   ・プログラム・施策の重点化、脆弱性評価手法の改善、

工程表による進捗管理等によるステップアップ    
〔特に配慮すべき事項〕 

 ○民間投資の誘発、ＢＣＰ策定の促進、オリンピック・パ
ラリンピックに向けた対策 等  

第２章 プログラムの推進方針  
 ○事前に備えるべき８の目標、起こってはならない45の

事態､事態を回避する45のプログラム（このうち重点
化すべき15プログラム）を選定 

 ○省庁間で推進体制を構築する等､実効性を確保  

第３章 施策分野の推進方針   
 ○45のプログラム推進及びより長期的な観点から必要な

取組を、12の個別施策分野と3の横断的分野に分類し
て推進方針としてとりまとめ 

    ・12の個別施策分野 
  行政機能/警察消防等、住宅・都市、保健医療・福祉、 
  エネルギー、金融、情報通信、産業構造､交通・物流､ 
  農林水産、国土保全、環境､土地利用(国土利用) 

    ・３の横断的分野 
     リスクコミュニケーション、老朽化対策、研究開発 
 
 
 
 

 
  
    
 
 
 
 
  

～強靱な国づくりに向けて～ 
 ○今後、国土強靱化基本計画を作成するとともに、同地

域計画の作成の取組を支援・促進し、これらが国・地
方公共団体の計画等に反映されること等を通じて、強
靱な国づくりを実現 

  

  ○推進方針の例 
 
 ➢政府全体の業務継続計画の策定と、それを踏まえ

た対策の推進 （行政機能／警察・消防等分野） 

 ➢重症患者の受入れ可能な診療ユニットの活用 
   （保健医療・福祉分野） 

 ➢石油・LPガスサプライチェーンの機能確保（訓練及
び備蓄から供給までの一連の対策）（エネルギー分野） 

  ➢グループBCP/BCMの策定促進 （産業構造分野） 

 ➢交通の大動脈の分断・機能停止を前提とした代替
ルートの確保（交通・物流分野） 
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「プログラムの推進方針」と「施策分野の推進方針」の関係（イメージ） 
事前に備え
るべき 
８の目標 

起こってはならない 
45の事態 

個別施策分野（12分野） 
 

事態を回避するための 
 
 ①行政機能/警察消防等 ・ ・ 

１.大規模災
害が発生し
たときでも
人命の保護
が最大限図
られる 

1-1.大都市での建物･交
通施設等の複合的・
大規模倒壊や住宅密
集地における火災に
よる死傷者の発生 

 
 
 
  
          ・ 
          ・ 
          ・ 

○近接する施設の耐震化の進捗状況
に留意しつつ、各種施設の耐震化を
進める。 

○人命に重大な危害を及ぼす恐れの
ある天井脱落の対策を進める。 

  ・・・・・・ 

1-2.不特定多数が集ま
る施設の倒壊・火災 

          
          

○災害現場での救助・救急活動を高
めるため、体制・装備資機材や訓練
環境等の更なる充実・・・ 

1-3.･･･ 
     ・           

 
 

          ・ 
          ・ 

2.大規模災
害発生直後
から救助・
救急、医療
活動等･･･ 

2-1.被災地での食料･飲
料水等､生命に関わる
物資供給の長期停止 

          ・ 
          ・ 
          ・  

2-2.･･･ 
     ・       

          ・ 
          ・ 

3.･･･ 
  ・ 

          ・ 
          ・ 
          ・      

          ・ 
          ・ 

○政府全体の業務継続計画の策
定等を行い､（中略）物資の備
蓄､電力等の確保､代替機能の確
保等の対策を推進･･･ 

○防災訓練を含む各種訓練につ
いて、企画段階から関係機関で
連携を図り、･･･ 

○･･･ 
 
 
 
○･･･ 

[ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ] ○･･･ 

[老朽化対策]  ○･･･ 

[研究開発]   ○･･･ 

地震・津波に係る防災情報の強化 

消防団・自主防災組織の充実強化 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

・・・ 

 12の個別施策分野の推進方針 

 プログラムの推進方針 

関係府省庁が取り
組む施策 

プログラムの方針を踏
まえ、分野毎に長期的
な観点を加えて整理    

起こってはなら
ない事態を回
避するために
必要な取組み 

・・・ 

・・・ 

④ ③ ②住宅・都市 

 ３の横断的分野の推進方針 

 第２章 

 第３章 



H25年 H26年 

12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 

基
本
計
画
の
策
定 

政
策
大
綱 

計
画
等
の
推
進 

◆政策大綱 

脆弱性評価 第1次計画の策定 

  基本計画(第2次)に向けた 
 脆弱性評価検討   

◆基本計画(第1次) 
 閣議決定 

見直し推進、必要に応じ勧告等 

 都道府県･市町村に対する策定支援 
   （地域計画のガイドラインの策定等） 

国土強靱化の当面の推進スケジュール（案） 

◆脆弱性評価指針  

  推進本部決定 

施策の推進 

【国土強靱化地域計画】 

見直しの準備 

【国の他の計画】 

【国等の施策】 

国の計画
等の指針
となる 

基本計画の
基となる 
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